
（単位：円）

（財）
・

（社）
交付先法人名称 支出の名目等

左記法人に対する
交付額

交付日

（該当なし）

(注3) 変更を行った場合は、当初欄を修正せずに、新たに行を設け変更分のみを記載することとし、「左記法人に対する交付額」欄は、増減額
     のみ記載し、「交付日」欄は、変更後の交付日を記載すること。

（様式３－１）

(注1）｢公益法人等｣には、特例民法法人、一般社団・財団法人及び公益社団・財団法人が含まれている。

(注2）｢支出の名目等｣には、その詳細を簡潔に記載すること。

【記載要領】

21年度予算における公益法人等への契約以外の金銭交付による支出状況（第３四半期）

法人名：独立行政法人建築研究所



（単位：円）

（財）
・

（社）

契約の相手方
法人名称

物品役務等、
公共工事等の名称

契約形態の別 契約金額 契約締結日

（財） ベターリビング 中国耐震建築コースのための柱試験体の製作・実験・廃棄業務 一般競争入札 1,900,500 2009/10/19

（社）
日本建築構造技術者
協会

実データに基づく建築物の機能回復性の簡易手法に関する検討業務 一般競争入札 2,199,750 2009/11/18

（財） ベターリビング
途上国地震工学コース研修のための試験体製作･実験および外国語に
よる実験指導

一般競争入札 1,165,500 2009/11/26

（財） 住宅都市工学研究所
先端的ゼロエネルギー戸建住宅をを構成する要素技術を対象とした
実務者の理解促進のための資料作成支援業務

随意契約（競争性あり） 10,815,000 2009/12/25

(注6）｢21年度支出見込額｣欄には、支出が複数年度にわたる契約についてのみ、２１年度支出見込額を記載する。

(注7) 変更契約を行った場合は、当初契約を修正せずに、新たに行を設け変更分のみを記載することとし、「契約金額」欄は増減額のみ記載し、「契約
　　　締結日」欄は、変更契約締結日を記載すること。またこの場合、契約形態の別については当初契約時と同様の記載とする。

(注4）｢契約形態の別｣の欄には、一般競争入札、指名競争入札、随意契約（競争性の有無）の別を記載すること。

(注5）危機管理等の観点から契約の相手方や物品役務等の名称を公表することが適当でないと判断される場合は、該当箇所にその旨を記載すること。

【記載要領】

（様式３－２）

(注1）｢公益法人等｣には、特例民法法人、一般社団・財団法人及び公益社団・財団法人が含まれている。

(注3）｢物品役務等、公共工事等の名称｣の欄には、｢公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表｣にお
　　　いて用いられている名称などを参考に記載すること。

(注2）契約締結日の早いものから記載すること。契約締結日が同じものについては契約金額の大きいものから順に記載すること。

21年度予算における公益法人等への契約による支出状況（第３四半期）

法人名：独立行政法人建築研究所


